
議案第１０３号 

 

大田原市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

大田原市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和５年１２月１１日提出 

 

大田原市長 相 馬 憲 一   

 

大田原市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例の一部を改正する条例 

大田原市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例（平成１８年条例第４８号）の一部を次のよう

に改正する。 

次の表の改正前（旧）の欄に掲げる規定を同表の改正後（新）の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後（新） 改正前（旧） 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、

当該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、

当該各号に定めるところによる。 

⑴ （略） ⑴ （略） 

⑵ 特定事業 土砂等の埋立て等に供する区域（宅地造成そ

の他事業の工程の一部において土砂等の埋立て等が行われ

る場合であって、当該事業を行う区域内の土壌から採取さ

れた土砂等を当該事業のために使用するものであるときに

あっては、当該事業を行う区域）以外の場所から採取され

た土砂等による土砂等の埋立て等を行う事業であって、当

該土砂等の埋立て等に供する区域の面積が５００平方メー

⑵ 特定事業 土砂等の埋立て等に供する区域（宅地造成そ

の他事業の工程の一部において土砂等の埋立て等が行われ

る場合であって、当該事業を行う区域内の土壌から採取さ

れた土砂等を当該事業のために使用するものであるときに

あっては、当該事業を行う区域）以外の場所から採取され

た土砂等による土砂等の埋立て等を行う事業であって、当

該土砂等の埋立て等に供する区域の面積が１，０００平方



トル以上であるものをいう。 メートル以上であるものをいう。 

⑶ （略） ⑶ （略） 

（許可申請の手続） （許可申請の手続） 

第１３条 第１０条の許可を受けようとする者は、次に掲げる

事項を記載した申請書に特定事業区域を示す図面その他の規

則で定める書類を添付して市長に提出しなければならない。 

第１３条 第１０条の許可を受けようとする者は、次に掲げる

事項を記載した申請書に特定事業区域を示す図面その他の規

則で定める書類を添付して市長に提出しなければならない。 

⑴～⑿ （略） ⑴～⑿ （略） 

⒀ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 ⒀ その他市長が必要と認める事項 

２ 前項の規定にかかわらず、第１０条の許可を受けようとす

る特定事業が他の場所への搬出を目的として土砂等の堆積を

行う特定事業（以下「一時堆積事業」という。）である場合

にあっては、当該許可を受けようとする者は、次に掲げる事

項を記載した申請書に特定事業区域を示す図面その他の規則

で定める書類を添付して市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、第１０条の許可を受けようとす

る特定事業が他の場所への搬出を目的として土砂等の堆積を

行う特定事業（以下「一時堆積事業」という。）である場合

にあっては、当該許可を受けようとする者は、次に掲げる事

項を記載した申請書に特定事業区域を示す図面その他の規則

で定める書類を添付して市長に提出しなければならない。 

⑴～⑷ （略） ⑴～⑷ （略） 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 ⑸ その他市長が必要と認める事項 

（変更の許可等） （変更の許可等） 

第１７条 （略） 第１７条 （略） 

２ 前項の許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載

した申請書に規則で定める書類を添付して市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 前項の許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載

した申請書に規則で定める書類を添付して市長に提出しなけ

ればならない。 

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略） 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 ⑶ その他市長が必要と認める事項 

３～５ （略） ３～５ （略） 

（土砂等の搬入の届出） （土砂等の搬入の届出） 



第１８条 第１０条の許可を受けた者は、当該許可に係る特定

事業区域に土砂等を搬入しようとするときは、当該土砂等の

採取場所ごとに、当該土砂等が当該採取場所から採取された

土砂等であることを証するために必要な書面で規則で定める

もの及び当該土砂等が安全基準に適合しているかどうかを確

認するために必要な書面で規則で定めるものを添付して市長

に届け出なければならない。ただし、次の各号のいずれかに

該当する場合にあっては、当該土砂等が安全基準に適合して

いるかどうかを確認するために必要な書面で規則で定めるも

のの添付は、これを省略することができる。 

第１８条 第１０条の許可を受けた者は、当該許可に係る特定

事業区域に土砂等を搬入しようとするときは、当該土砂等の

採取場所ごとに、当該土砂等が当該採取場所から採取された

土砂等であることを証するために必要な書面で規則で定める

もの及び当該土砂等が安全基準に適合しているかどうかを確

認するために必要な書面で規則で定めるものを添付して市長

に届け出なければならない。ただし、次の各号のいずれかに

該当する場合にあっては、当該土砂等が安全基準に適合して

いるかどうかを確認するために必要な書面で規則で定めるも

のの添付は、これを省略することができる。 

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略） 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、当該土砂等について、土壌

の汚染のおそれがないと市長が認めた場合 

⑶ その他当該土砂等について、土壌の汚染のおそれがない

と市長が認めた場合 

（譲受け） （譲受け） 

第２６条 （略） 第２６条 （略） 

２ 前項の許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載

した申請書に規則で定める書類を添付して市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 前項の許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載

した申請書に規則で定める書類を添付して市長に提出しなけ

ればならない。 

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略） 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 ⑷ その他市長が必要と認める事項 

３・４ （略） ３・４ （略） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（準備行為） 



２ この条例による改正後の大田原市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第２条第２号に規定

する特定事業について、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に第１０条の規定による許可を受けようとする者

は、施行日前においても、第１１条及び第１２条の規定による当該許可に関し必要な行為を行うことができる。 


